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1D2 都道府県別産業構造の 特色と地域科学技術政策 

0 ぬ本 長吏，権 田 令 治 ( 科学技術政策研究所 ) 

1. はじめに 

地域における 科学技術政策の 目標には、 大きく             て、 地域産業の活性化、 生活の質 

の 向上、 及び、 ( 主としてそれらの 実現を目的とした ) 基礎的な研究活動自身の 促進 

( 知的ストックの 拡大 ) の 3 つの目標があ げられるが、 今回の講演では、 「地域産業の 

活性化を目的とした 地域科学技術政策」という 観点から、 その政策立案上不可欠と 思わ 

れる、 都道府県別の 産業構造の分析について、 中小企業と大企業の 事業所数及び 製造品 

出荷額の推移を 中心とした分析から 得られた知見の 報告を行 う 。 

なお、 分析の方法としては、 工業統計データを 用い、 従業員 4 人以上の製造業を 対象 

として、 300 人以上の事業所を 大企業、 3 ㏄ 人 未満を中小企業と 規定した。 

2. 企業数分布に 空白域 

既に、 権 田が指摘している よう に、 都道府県別の 仝 業 数の分布を、 大企業を縦軸、 中 

小企業を横軸にとって 図にすると ( 図 1) 、 横軸上 ( すなね ち、 中小企業の企業数から 

みて ) 都道府県の分布のな い 範囲が 2 ケ折 形成されているのがわかる (1) 。 15,0 ㏄社の う 

インを中心とした 4,000 社あ まりの空白域と、 6,0(M0 社のラインを 中心とした 1,500 社ほ 

どの空白域の 2 つ で、 2 つの空白域の 右側に分布しているのが、 大阪、 東京、 愛知、 埼 

玉 、 静岡、 兵庫、 神奈川の 7 県、 2 つの空白域の 間に分布しているのが、 岐阜、 新潟、 

京都、 長野、 群馬、 北海道、 千葉、 福岡、 茨城、 広島、 栃木、 福島、 三重、 岡山、 石川 

01 5 県であ る。 この 2 つの空白域の 存在は、 10 年前の 1980 年も同様であ り、 空白域で 

区分される都道府県バループの 構成もこの 10 年では変化していない ( 図中に、 15, Ⅸ )0 社 

以下の部分について、 1980 年と 19 ㏄年の都道府県分布を 示した ) 。 

では、 どうしてこの ょ うな空白域が 形成されるのだろうか。 「たまたま、 単なる偶然 

にすぎない」という 説明もあ ろうが、 人口の都道府県分布ではこの ょ うな空白域は 観測 

されないことを 考慮すると、 別のなにがしかのしくみが 機能していると 考えるべきでは 

なのだろうか。 即ち、 1,5(XH 社、 4 万 (X0 社という比較的広範囲な 空白域の存在からは、 都 

道府県単位の 企業立地数について、 クリティカルサイズの 存在が主張されていると 考え 

るわけであ る。 従業員 1 ㏄ 名 までの企業での 従業員管理をそのまま 延長しても、 従業員 

Ⅰ 刀 ㏄名の企業の 従業員マネジメントはできないのと 同様に、 1 都道府県に立地する 企 

業数を規定している 何らかのしくみが、 例えば 6,000 社というラインをはさんで 質的に 

変化しているのではないか、 ということであ る。 

なお、 図中には、 山形、 富山、 石川、 滋 賀の 4 県について 1980 年から 1990 年の動きを 

明示しておいた ( 一番 下 の 国 ) 。 これらの都道府県の 動きは、 6 刀 00 社前後の空白域、 

「 6 ヵ 00 社の壁」を越える 動きをしているのかも 知れないという 意図からであ る。 
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図 1  大企業 
大企業 / 中小企業 ( 事業所数、 l990) 
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3. 10 年間の都道府県別企業数の 推移の特色 

一方、 1980 年から 1990 年にかけての 都道府県別の 企業数推移をみてみると、 以下の ょ 

う な指摘ができる。 
まず、 中小企業の企業数の 変化をみると、 例えば、 10 年間で 22.7% も中小企業の 数が 

増えた岩手県のような 県があ る一方で、 東京都ではみ 抽 0% も中小企業数が 減少しており、 

都道府県毎の 変化の状況にはかなり 大きな 違 いが存在している ( 表 1 に、 中小仝 業 数の 

伸びの大きい 都道府県 10 県と、 逆に減少幅の 大きい都道府県 7 県を示した ) 。 

表 1 中小企業数の 推移ベスト 108 ワースト 7 

ワースト 7 

も さ に、 大企業の数の 変化と組み合わせて 企業数の変化を 都道府県別に 見て い くと、 

各都道府県の 企業数変化の 特色が よ り鮮明に伝わってくる。 

ここでは、 1980 年の企業数を 基準として、 1990 年の企業数がその 10% 以上増加 ( 減少 ) 

している所を「増加 ( 減少 ) 」、 同じく 1980 年の企業数を 基準として、 以降 1990 年まで 

の 全ての年の企業数が 士 7.5% 以内で推移している 所を「変化なし」と 定義してその 分 

類を行ったが、 その結果、 29 の都道府県について、 大企業及び中小企業の 企業数推移の 

特徴に よ るパターン分類ができた。 結果は表 2 に示したとおりだが、 大企業、 中小企業 

ともに増加している 都道府県が岩手県以下 7 県存在している 一方で、 大企業が増加して 

い るにもかかわらず 中小企業の企業数に 変化のな い 都道府県が 14 県も存在している。 ま 

た、 東京都では大企業と 中小企業がともに 減少しているが、 大阪府以下 3 県では大企業 

は 減少しているが 中小企業数の 変化は士 7.5% 以内に留まっている。 
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表 2 企業数の推移に 特徴のあ る都道府県 

「増加 ( 漱少 ) 」は、 1980 年の企業 敏に 対し 19 ㏄年が 10 弔 以上増加 ( 濤少 ) したことを いう 。 

「変化なし」は、 19% 年 までの余乗倣の 全てが、 19 ㏄年の企業数の 上 7 つ免 以内で推移したものをいう。 

こうした大企業と 中小企業の企業数推移について、 好 対称を示しているものを い くつ 

か図にしたのが、 図 2 であ る。 大企業、 中小企業ともに 減少している 東京都と、 大企業 

の 減少にもかかわらず 中小企業がほぼ 横這いで推移している 大阪府。 大企業の大幅な ィ申 

びに引っ張られる 格好で中小企業も 伸びてきている 秋田県と、 大企業の ィ申 びの割に中小 

企業が伸びていない 群馬県。 最後の滋 賀県と石川 @ は 、 双方とも大企業の 伸びに対して、 

中小企業が伸びていないという 点で共通しており、 対称的ではないが、 図 1 の「 6 泊㏄ 

社 の 壁 」の双後に位置している 都道府県ということで 掲げた。 双方とも、 今後の中小企 

業の動きが、 空白域を越えるかどうかを 左右することになりそうであ る。 

図 2 

東京都のを其所 敦 の 推る 大阪府の事某所教の 推移 
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秋田 は 。 の手某所牡の 推移 群馬県の事某所放の 推移 
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注文県の ウ 支所致の推移 石川県の事某所数の 推移 
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1980@ 1981@ 1982@ 1983@ 1984@ 1985@ 1986@ 1987@ 1988@ 1989@ 1990 

さて、 その ょう な 好 対称を示す仝 業数 推移について、 東京都と大阪府の 例をもう少し 

詳しく分析してみると、 製造品出荷額の 推移でも特徴的な 変化をしていることが 明らか 

になってくる。 

製造品出荷額全体の 伸びは、 1980 年を 1 ㏄とした場合の 伸びで、 東京 135.5 、 大阪 130 ・ 9 

と 、 それほどの違 い はないが、 その実現の仕方が 全く異なっている。 図 3 に明らかだが、 

東京は大企業が 出荷額を引っ 張っているのに 対して、 大阪は中小企業が 引っ張っている。 

出荷額中に占める 中小企業の構成比も、 1980 年の時点ではそれほど 差のなかったものが 

( 東京 59.6% 、 大阪 61.9%) 、 1990 年には東京 54.4% 、 大阪 65.2% と 10 ポイント以上の 差 

が 生じている。 
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図 3 
臆京 年のⅠ正兵出行Ⅰ 推携 ( 牛オ , 公尭・大全 娘茸 141 
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4, まとめ 

今回の報告では、 産業構造の分析とは 言っても、 業種別の分析も 行わな目など、 極め 

て 単純な形の分析しか 行っていないが、 地域科学技術政策との 関係で、 以下のような 指 

摘はできるように 思、 う 。 

まず、 企業数の分布に 関して。 都道府県の位置によってとるべき 政策が大きく 変化す 

る可能性が強いということであ る。 大企業の伸 びと 中小企業の伸びのどちらを 政策的に 

優先すべきかというのは 重要なポイントであ り、 また、 空白域の前後に 位置している 場 

合は、 政策の質的な 変化を用意する 必要が生ずる 可能性もあ る。 

また、 地域における 経済開発政策から 見て、 大企業誘致は 直接経済開発効果をねらっ 

たもの、 中小企業育成は 長期的な経済成長を 企図したものということができる ( そうい 

ぅ 意味では、 大企業の企業数を 経済開発指数 に DL:E ㏄ nomic 氏 velopmentIndex] 、 中小 

企業の企業数を 成長可能性指数 [GCI:GrmW ぬ C 叩 abllity Ⅲ dex] ということもできる ) が 、 

現実の政策では、 大企業誘致を 優先させ、 中小企業の伸びがでてきていないところが 多 

い。 中小企業の企業数の 変化が成長可能性指数で CI] であ るとすれば、 企業輩出のた 

めの政策 ( 科学技術政策で 言えば、 中小企業のための 研究開発の促進とか、 企業 ィヒ のた 

めの各種支援政策など ) がもっと積極的に 展開されるべきであ る。 

もっとも、 東京と大阪の 例からもわかる よ うに、 製造品出荷額の 伸びは大企業と 中小 

企業の双方が 寄与して引っ 張っているのであ るから、 大企業か中小企業かという 択一的 

な 選択ではなく 相乗的な効果を 狙った政策が 検討されるべきであ り、 さらに業種構成の 

分析も含めた、 各都道府県の 産業構造分析に 立脚した科学技術政策、 適正かつ効果的な 

科学技術予算配分の 追及も重要であ る。 

(l)K 而 JiGon 由 ・ "Extern 杣比 ononui ㏄ forRe ㏄ 抽 ch 叩 dT ㏄ hmlogyDevelopmentin  は fmsofRegion 囲 

Inn0vad0n",meIntemad ㎝ 田 W0rkshoponRegion 田 SciencemdT ㏄ hnologyP0UcyRe 鞭 h,1%3.6   
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